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市債

国庫・県支出金

その他交付金等

地方交付税

その他

諸収入

繰越金

繰入金

使用料・手数料

分担金・負担金

市税

議会費

公債費

災害復旧費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

労働費

衛生費

民生費

総務費

歳
入

事業のために借りたお金の返済金

決算報告

令和 3 年度　丹波市の決算概要をお知らせします

国庫支出金などが減少したため、前年度
に比べ 34 億 4,093 万円減額となりまし
た。

総額 389 億 5,922 万円

① 一般会計 福祉や教育、道路整備など一般的な行政にかかる経費を扱う会計

地方譲与税　  、地方消費税交付金 　 、法人事業税交付金、環境性能
割交付金　  、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、
ゴルフ場利用税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金ほか

その他交付金等　24 億 617 万円

特別定額給付金事業などが減少したた
め、前年度に比べ 36 億 1,689 万円減
額となりました。

総額 368 億 524 万円歳
出

【用語解説】

国庫・
県支出金

市が行う特定の事務事業などに対して、国や
県から交付されるお金

市債

地方交付税　 市の財政力に応じて国から交付されるお金
財源は、所得税・法人税・酒税・消費税・地方法人税

地方譲与税 国税として徴収した税で地方に配分されるお金

地方消費税交付金 消費税のうち、地方分の半分を県に、残りの半分を人
口等に基づき市町に配分し交付されるお金

環境性能割
交付金

令和元年 10 月１日以降に取得した自動車の燃費基準等に
より課税される環境性能割の一部が県から交付されるお金

分担金・負担金 特定の事業費の一部を利用者や受益者が負担するお金

使用料・手数料 　公共施設使用料や各種証明手数料など

諸収入 収入の性質によりいずれの科目にも含まれない収入を
まとめたもの

公債費

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７

※８

※９

※ 10

※ 4 ※５ 

※ 6

大きな事業をするときに借りるお金

　1 人あたりの歳出総額　

約59万円

令
和
３
年
度　

主
要
施
策

①
市
民
み
ん
な
で
取
り
組
む
安
全
・
安
心
で
き
れ
い
な
ま
ち
づ
く
り

　

丹
波
の
森
と
農の

う

を
活
か
し
、
人
と
自
然
が
共
生

す
る
源
流
の
ま
ち
の
実
現
を
め
ざ
す
、
第
２
次
環

境
基
本
計
画
の
中
間
見
直
し
や
消
防
活
動
の
充
実

に
取
り
組
み
ま
し
た
。

（
環
境
施
策
推
進
事
業　

7
0
5
万
円
）

②
分
野
横
断
で
取
り
組
む
生
涯
健
康
・
生
涯
活
躍
の
ま
ち
づ
く
り

　

高
齢
者
が
住
み
慣
れ
た
地
域
で
生
涯
を
通
じ

た
健
康
保
持
を
図
る
た
め
、
高
齢
者
の
保
健
事

業
と
介
護
予
防
の
一
体
的
事
業
に
取
り
組
む
と

と
も
に
、
安
全
・
安
心
な
予
防
接
種
実
施
体
制

の
確
保
に
努
め
ま
し
た
。

（
予
防
接
種
事
業　

２
億
５
，
2
1
2
万
円
）

③
希
望
が
叶
い
、
み
ん
な
で
子
育
て
を
応
援
す
る
ま
ち
づ
く
り

　税金がどのように使われ、どの　税金がどのように使われ、どの
ような財政状況なのか。現在の貯ような財政状況なのか。現在の貯
金や借金の説明などを交え、市の金や借金の説明などを交え、市の
お金の使い道についてお知らせしお金の使い道についてお知らせし
ます。ます。

20 億 9,787 万円

17 億 2,665 万円

10 億 3,126 万円

84 万円

農
林
水
産
業
費

議会費２億 3,971 万円

衛生費
35 億 1,330
万円

総務費
46 億 517 万円

民生費
118 億 4,229 万円

土木費
27 億 3,054
万円

教育費
37 億 9,436
            万円

公債費
51 億 8,064
　　　  万円

商
工
費

※ 10
※１

19 億 7,802 万円

分担金・負担金　１億 1,234 万円

繰入金 8 億 3,466 万円
使用料・手数料     ５億 3,709 万円

その他　３億 7,571 万円

諸収入        11 億 1,077 万円※９

市　民　税 31 億 6,651 万円
固定資産税 40 億 5,858 万円
軽自動車税 2 億 7,452 万円
市たばこ税 3 億 8,224 万円
入　湯　税 16 万円市税

78 億 8,201 万円

地方交付税
122 億 7,189 万円

※３

自主財
源

33％

依
存

財
源

67%

市債

国庫・県支出金
88 億 1,956 万円

歳　入
389 億

5,922 万円 繰越金

※２

  市税内訳

災害復旧費
26 億 3,100 万円

※ 7

※ 8

歳　出
368 億

524 万円消防費

令和

3年度

問財政課（本庁舎内）☎ 88‐5371

労働費 4,261 万円
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令和 3 年度の主な事業

( 単位：万円 )

会　計　名 歳　入 歳　出 差　引 翌 年 度 
繰越財源

実 質
収 支 額

国民健康保険特別会計事業勘定 708,360 690,364 17,996 0 17,996
国民健康保険特別会計直診勘定 26,011 24,335 1,676 0 1,676
介護保険特別会計保険事業勘定 791,803 738,115 53,688 0 53,688
訪問看護ステーション特別会計 4,812 4,629 183 0 183
地 方 卸 売 市 場 特 別 会 計 301 265 36 0 36
駐 車 場 特 別 会 計 893 860 33 0 33
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 103,415 100,887 2,528 0 2,528
看護専門学校特別会計 16,906 15,677 1,229 0 1,229

合　　　計 1,652,501 1,575,132 77,369 0 77,369

会　計　名 収益的収入 収益的支出 差　引

水道事業会計
199,595 196,015 3,580

資本的収入 資本的支出 差　引
57,012 118,791 △ 61,779

※水道事業の資本的収支（差引）の不足額については、過年度分損益勘定
留保資金５億 7,827 万円、当年度分消費税および地方消費税資本的収支調
整額 3,952 万円で補てんしました。

( 単位：万円、税込 )

③ 企業会計 地方公営企業法の適用を受ける
公営企業の会計

② 特別会計 特定の事業を行うために一般会
計と区別して処理する会計

会　計　名 収益的収入 収益的支出 差　引

下水道事業会計
302,862 290,719 12,143

資本的収入 資本的支出 差　引
268,541 355,129 △ 86,588

※下水道事業の資本的収支（差引）の不足額については、過年度分損益勘定
留保資金８億 2,171 万円、当年度分消費税および地方消費税資本的収支調
整額 3,671 万円、引継金 746 万円で補てんしました。

( 単位：万円、税込 )

　

ハ
ッ
ピ
ー
バ
ー
ス
応
援
ギ
フ
ト
事
業
に
よ
る

子
育
て
世
帯
の
経
済
的
負
担
の
軽
減
や
保
護
者

が
安
心
し
て
働
く
こ
と
の
で
き
る
保
育
環
境
の

整
備
な
ど
、
子
育
て
し
な
が
ら
働
く
生
活
ス
タ

イ
ル
の
支
援
強
化
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

（
母
子
保
健
事
業　

６
，
2
7
3
万
円
）

④
地
域
か
ら
始
め
る
誰
も
が
主
役
の
ま
ち
づ
く
り

　

市
民
の
文
化
芸
術
に
対
す
る
関
心
を
深
め
、
文

化
活
動
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
地
域
づ
く
り
活

動
拠
点
施
設
整
備
や
自
治
協
議
会
へ
の
デ
ジ
タ

ル
支
援
を
行
い
ま
し
た
。

（
地
域
づ
く
り
総
務
費　

１
，
９
４
０
万
円
）

⑤
暮
ら
し
を
支
え
る
快
適
生
活
の
ま
ち
づ
く
り

　

住
み
慣
れ
た
地
域
に
住
み
続
け
ら
れ
る
よ
う
、

道
路
や
河
川
の
整
備
を
進
め
る
と
と
も
に
、
公

共
交
通
の
充
実
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

（
公
共
交
通
バ
ス
対
策
事
業　

１
億
５
，
０
９
２
万
円
）

⑥
産
業
振
興
と
観
光
資
源
を
活
か
し
た
ま
ち
づ
く
り

　

道
の
駅
「
丹
波
お
ば
あ
ち
ゃ
ん
の
里
」
の
再

整
備
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
氷
上
回
廊
水
分

れ
フ
ィ
ー
ル
ド
ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム
の
魅
力
的
な
経

営
に
着
手
し
ま
し
た
。

（
観
光
拠
点
整
備
事
業　

２
億
６
，０
６
３
万
円
）

⑦
暮
ら
し
を
支
え
る
森
と
農
業
づ
く
り

　

土
づ
く
り
か
ら
は
じ
ま
る
環
境
に
や
さ
し
い

農
業
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
水
源
涵か

ん
よ
う養
や
災
害

防
止
と
い
っ
た
森
林
が
持
つ
公
益
的
機
能
を
高

め
、
多
様
な
森
林
づ
く
り
に
取
り
組
み
ま
し
た
。

（
森
林
環
境
譲
与
税
活
用
事
業　

６
，５
１
１
万
円
）

⑧
一
人
ひ
と
り
に
寄
り
添
い
、
将
来
の
丹
波
市
を
担
う
人
づ
く
り

　

Ｉ
Ｃ
Ｔ
教
育
や
ア
ン
ト
レ
プ
レ
ナ
ー
シ
ッ
プ

（
起
業
家
精
神
）
教
育
な
ど
を
推
進
し
て
い
く
と

と
も
に
、
山
南
地
域
市
立
中
学
校
の
整
備
な
ど

教
育
環
境
、
教
育
体
制
の
整
備
を
行
い
ま
し
た
。

（
中
学
校
統
合
準
備
事
業　

４
億
６
，２
０
５
万
円
）

総務費
・情報システム管理事業（繰越分含）　　　　4 億 3,772 万円
・公共交通バス対策事業  　　　１億 5,092 万円
・地域づくり事業  　　　　　 9,156 万円
民生費
・幼児教育・保育推進事業　　         24 億   528 万円
・障害福祉サービス等給付事業         11 億 8,375 万円
・後期高齢者医療制度運営事業         10 億 6,684 万円
衛生費
・丹波市クリーンセンター管理運営事業        ６億 7,030 万円
・新型コロナワクチン接種体制確保事業        ４億 9,918 万円
・予防接種事業（繰越分含） 　　　　 　 2 億 5,212 万円
農林水産業費
・多面的機能発揮促進事業          ３億 1,974 万円
・地籍調査事業（繰越分含）　　　　　           1 億 4,592 万円
・有機センター管理事業         　　　　　　　　 8,018 万円
商工費
・商工振興事業（繰越分含） 　     10 億   156 万円
・観光拠点整備事業（繰越分含）   　　　  2 億 6,063 万円
・企業誘致推進事業  　　　　  8,966 万円
土木費
・橋りょう長寿命化事業（繰越分含）          3 億 1,161 万円
・道路保全事業（繰越分含）          ２億 5,387 万円
・辺地対策道路整備事業（繰越分含）          １億 6,738 万円
消防費
・消防団管理事業  　 　      １億 6,413 万円
・非常備消防施設整備事業（繰越分含）　　    　  7,765 万円
・消防通信事業  　　　       5,100 万円
教育費
・学校給食管理事業　　（繰越分含）          6 億 8,900 万円
・中学校統合準備事業（繰越分含）          4 億 6,205 万円
・小学校管理事業（繰越分含）     　　            2 億 4,450 万円
災害復旧費
・現年発生分林業施設災害復旧事業　　　　　　　        84 万円
 
※繰越分とは、前年度中に完了しなかった事業
の予算を、翌年度に繰り越して実施した事業費
のことです。

特
集
①
：
健

診
・
受
診

特
集
②
：
市

民
リ
ポ
ー
タ
ー

市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ
市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ
市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ

市
長
コ
ラ
ム
ほ
か

決
算
報
告

決
算
報
告

情
報
ひ
ろ
ば

お
知
ら
せ
・
募
集

情
報
ひ
ろ
ば

子
育
て
関
連
情
報

情
報
ひ
ろ
ば

相
談
・
コ
ラ
ム

図

書

館

健
康
生
活
ま
ち
と
ぴ

環

境
は
ぴ
た
ん

掲
示
板
・
戸
籍
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1

財政力指数
[0.432］

丹波市
0.432

兵庫県平均
0.747

０

※県平均は令和２年度数値

地方公共団体がどれくら
い自力で財源を調達でき
るかを示すもので、数値
が「１」に近づくほど裕
福な財政とされています。

「１」を超えると独自の収
入が十分あり、普通地方
交付税が交付されない団
体となります。

１

数字数字で見るで見る

丹波市の丹波市の財政力財政力

貯金（基金）１人あたり 29万円

◇基金残高の推移

＊丹波市 6.1％  前年度比 0.4 ポイント悪化 
＊県平均 5.8％

＊自治体の収入に対する借金返済額の割合で、特別
会計への繰出金のうち借入金返済相当分も含んでい
ます。家計に例えると、収入に対するローン返済額
の割合です。低いほど余裕があり、高いほど苦しい
家計（財政）となります。

＊家庭での貯金と同じく、市でも目的に応じて貯金を
しています。貯金全体の残高は、市発足時（平成 16 年度）
より約 55 億円増えています。

実質公債費比率 6.1 ％

総額 177 億 8,853 万円

100 億円： 特定目的基金（特
定の目的のための積立金）
12 億円：減債基金（市債
の返済を計画的にするた
めの積立金）
55 億円：財政調整基金（年
度間の財源の不均衡を調
整するための積立金）

＊一般会計 167 億円の内訳

25.0

一部地方債の借入
れが制限される

「起債制限団体」

地方債の発行に県の
許可が必要な「起債
許可団体」

18.0 30

丹波市
6.1

16 年度    令和 2 年度 令和 3 年度  

億円
180

160

140

120

100

80

60

40

20

0

経常収支比率 87.2％

＊人件費や公債費など、どうしても必要なお金が収
入全体のどれくらいを占めているかを表します。家
計に例えると、必ず入る収入（給与など）に占める
食費や光熱費などの割合にあたります。低いほど余
裕がある家計（財政）とされています。

75 100
丹波市
87.2

兵庫県平均
91.1

（％）

（％）

17 年度　 28 年度   29 年度 　30 年度　 令和元年度   令和２年度　令和３年度

類似団体

丹波市

兵庫県
平均

兵庫県
平均
5.8

５

特別会計 31

92
一般会計

167 億円

88.6

93.6

85.2
89.4

87.2

特別会計 11

156
一般会計

88.0

91.1

87.9

94.0

91.2

95.1

（％）

特別会計 11

167
一般会計

178 億円

借金（市債）１人あたり 104万円

＊大きな事業をするときは、15 年・20 年などローン
を組んで、公債費で長期間計画的に返済します。また、
今後の見通しや財政状況などを考慮しながら、繰り
上げ償還（返済）をすることもあります。

総額 647 億 638 万円

◇市債残高の推移

→水道事業

16 年度      29 年度　  30 年度   令和元年度  令和 2 年度   令和 3 年度

1,061 億円

647 億円

17 年間で 414 億円減

102

244

371

3

95

218

332

100

229

356

23

億円

1,000

800

600

400

200

0

109

269

355

4
→

60

483

465

　 　 　
　 　 　
　　９44 簡易水道

　 国保 
（直診勘定）

一般会計

下水道事業

105

257

375

3

87.0

94.5

91.4

95.2

91.6
91.892.0

94.8

91.6

◇経常収支比率の推移

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

123 億円
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事業会計等の名称 資金不足比率 経営健全化基準
水 道 事 業 会 計 － 20.00
下 水 道 事 業 会 計 － 20.00
地方卸売市場特別会計 － 20.00

■健全化判断比率　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

指標名 健全化判断比率 早期健全
化基準

財政再生
基準

①実質赤字比率 － 12.36 20.00
②連結実質赤字比率 － 17.36 30.00
③実質公債費比率 6.1（ 15 位） 25.00    35.00
④将来負担比率 － 350.00    
※比率がマイナスの場合は「－」としています。

※ (　) 内は県内 41 市町中の順位です。

※一般会計と公営事業会計を含めた全会計の歳入と歳出の差引額

（連結実質収支額）は、94 億 8,569 万 2 千円の黒字となっています。

※資金不足比率とは、水道・下水道などの公営企業会計の資

金不足額の料金収入規模に対する割合です。

※資金不足が生じていないため、「－」としています。

　
　
引
き
続
き
健
全
な
財
政
　

　 

　
運
営
に
取
り
組
み
ま
す

「
健
全
化
判
断
比
率
」
お
よ
び
「
資

金
不
足
比
率
」
は
毎
年
度
算
定

し
、
監
査
委
員
の
審
査
を
受
け
ま
す
。
そ

の
意
見
を
付
け
て
議
会
に
報
告
し
、
市
民

の
み
な
さ
ん
に
公
表
す
る
こ
と
に
な
っ
て

い
ま
す
。

こ
の
指
標
の
う
ち
、
一
つ
で
も
基
準

値
を
超
え
る
と
、
財
政
健
全
化
計

画
の
策
定
や
外
部
監
査
を
義
務
付
け
る

「
早
期
健
全
化
団
体
」
に
移
行
し
ま
す
。

さ
ら
に
悪
化
す
る
と
、破
た
ん
状
態
の
「
財

政
再
生
団
体
」
と
な
り
、
事
実
上
、
国
の

管
理
下
に
置
か
れ
ま
す
。

丹
波
市
の
令
和
３
年
度
決
算
に
基
づ

く「
健
全
化
判
断
比
率
」お
よ
び「
資

金
不
足
比
率
」
は
、
上
記
の
と
お
り
す
べ

て
適
正
な
水
準
と
な
り
ま
し
た
。

収
支
面
で
は
健
全
性
を
維
持
す
る
こ
と

が
で
き
た
と
言
え
ま
す
が
、
今
後
も

経
常
収
支
比
率
お
よ
び
実
質
公
債
費
比
率

な
ど
の
指
標
の
動
向
に
注
意
し
、
引
き
続

き
健
全
な
財
政
運
営
に
取
り
組
み
ま
す
。

【用語解説】

■資金不足比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

①実質赤字比率

自治体の収入に対する一般会計な

どの赤字割合です。

＊１年間の収入と支出の結果で、赤字だ

ったのか、黒字だったのかを判定します。

②連結実質赤字比率

自治体の収入に対する全会計の赤字割合です。

＊全会計の１年間の収入と支出の結果

で、赤字だったのか、黒字だったのか

を判定します。

③実質公債費比率

→前ページ参照。

④将来負担比率

自治体の収入に対する将来的に負担が見込

まれる負債（借入金残高等）の割合です。

＊借入金残高や基金の状況などをもとに将

来の負担が収入に対してどの位の割合なの

かを判定します。

令和３年度決算に基づく
健
全
化
判
断
比
率
・
資
金
不
足
比

率
と
は
、
地
方
公
共
団
体
の

財
政
状
況
の
健
全
性
を
確
認
す
る

た
め
の
指
標
で
あ
り
、
家
計
の
や

り
く
り
に
例
え
る
と
、
日
々
の
生
活

に
お
け
る
収
入
と
支
出
の
状
況
や
、

現
在
の
借
金
と
貯
金
の
バ
ラ
ン
ス
を

表
し
た
も
の
で
す
。

地
方
公
共
団
体
の
財
政
状
況
の

健
全
性
を
確
認
す
る
た
め
の

目
安
と
お
考
え
く
だ
さ
い
。

財
政
指
標
っ
て
？

「財政指標」

を公表します

特
集
①
：
健

診
・
受
診

特
集
②
：
市

民
リ
ポ
ー
タ
ー

市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ
市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ
市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ

市
長
コ
ラ
ム
ほ
か

決
算
報
告

決
算
報
告

情
報
ひ
ろ
ば

お
知
ら
せ
・
募
集

情
報
ひ
ろ
ば

子
育
て
関
連
情
報

情
報
ひ
ろ
ば

相
談
・
コ
ラ
ム

図

書

館

健
康
生
活
ま
ち
と
ぴ

環

境
は
ぴ
た
ん

掲
示
板
・
戸
籍


